
地震・津波災害に強いまちづくりの推進（防災・安全）
平成26年度 ～ 平成30年度 磐田市
静岡県第４次地震被害想定を受けて、早期にソフト・ハードを含めた津波の対策を促進し、地震災害に対し、拠点施設及び防災情報ネットワークの整備・強化
を実施していく。

【内容】 ①津波による浸水被害の危険性が高い遠州灘（えんしゅうなだ）沿岸地域において、津波浸水想定区域からの避難を確保するため、津波避難タワーを整備する。
　②避難生活を余儀なくされる市民のため、避難所での生活に必要な電力、トイレ、防災資機材等を保管する倉庫を整備する。
　③地区の人命救助の最前線拠点である消防団詰所の耐震化を図る。
　④情報伝達手段の迅速化、拡充のため、同報無線デジタル化を実施する。　

　・地区ごとの津波避難施設収容率100％以上の地区を11地区にする。
　・避難所設備の整備割合を７％から41％にする。
　・災害時倒壊の恐れのある消防団詰所の耐震化率を0％から100％にする。
　・同報無線システムデジタル化の整備率100％を目指す。

（H26当初） （H30末）
① 静岡県国土強靭化地域計画に

　津波浸水想定区域の居住者に対して避難施設収容率が100％以上の地区数 基づき実施される要素事業
1-A-1

②
　避難所設備の整備割合　整備割合（％）＝　（避難所設備完了箇所数）／（避難所数）　 磐田市地域防災計画に基づき
　※１避難所あたり、防災倉庫２棟、非常用電源切替装置、マンホールトイレ（拠点） 実施される要素事業

③ 1-A-1
　災害時倒壊の恐れのある消防団詰所の耐震化率　
　耐震化率（％）＝（耐震化実施数）／（H26当初災害時倒壊の恐れのある消防団詰所数）

④
　同報無線システムデジタル化に伴う音達エリアカバー率　
　カバー率（％）＝（屋外子局デジタル化によるカバーエリア面積）／（市域音達エリア面積10,444㏊）

〇事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

磐田市　総務部　危機管理課　　　　

事　後　評　価
１．交付対象事業の進捗状況　（○：計画期間中に完成　　△：計画期間終了後に完成見込（備考欄に完成予定時期を記入）　　－：その他（備考欄に具体的に記入（中止、未実施等））

Ａ1　基幹事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H26 H27 H28 H29 H30

1-A-1 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 1,675 △

R5.3
（２
期計
画）

合計 1,675
Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 事業内容 備考
種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H26 H27 H28 H29 H30

合計

番号 備考

（事業箇所）

全体事業費
（百万円）

津波避難タワー１基、マンホール
トイレ10箇所、非常用電源切替装
置11箇所、防災倉庫４箇所、消防
団詰所6箇所、防災無線　親局１
箇所・中継局１箇所・屋外子局
323局

磐田市

100%

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

1,790 百万円 Ａ 1,675 百万円 Ｂ 0 百万円

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

Ｃ

―

9地区

7%

0% 100%

全体事業費

都市防災総合推進事業

番号
事業
者

要素となる事業名

交付対象事業

事業
者

要素となる事業名
市町村名 全体事業費

（百万円）

115 百万円
効果促進事業費の割合

磐田市ホームページに掲載

進捗
状況

一体的に実施することにより期待される効果

　令和2年2月

―

―

―

11地区

43%

市町村名
事業実施期間（年度）

（様式６） 社会資本総合整備計画　事後評価書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

6%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

0% ―

　令和2年2月
公表の方法

進捗
状況



Ｃ　効果促進事業
事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H26 H27 H28 H29 H30

1-C-1 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 4 〇
1-C-2 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 拠点施設整備事業 6 〇
1-C-3 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 津波対策事業 6 〇
1-C-4 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 津波対策事業 1 〇
1-C-5 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 津波対策事業 16 〇
1-C-6 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 津波対策事業 18 〇
1-C-7 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 拠点施設整備事業 43 〇
1-C-8 防災 一般 磐田市 直接 磐田市 津波対策事業 21 〇

合計 115

番号 備考
1-C-1

1-C-2

1-C-3

1-C-4 1-A-1と一体となって整備することにより、津波に対する避難マニュアルを全戸配布し、津波に対する住民の意識高揚を図ると共に、津波の避難場所の確認も可能となり、津波対策の強化につながる。

1-C-5

1-C-6

1-C-7

1-C-8

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する
　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値
Ⅱ定量的指標の達成状況 最終実績値

最終目標値
最終実績値

最終目標値
最終実績値

最終目標値
最終実績値

　夜間避難への対応（津波避難タワーの照明増強）や津波避難マニュアルの全戸配布による市民周知等により、津波対策が進むとともに、
（必要に応じて記述） 　災害時に本部となる防災センターの設備強化が図られた。

３．特記事項（今後の方針等）

指標②　地震・津波災害に強いまちづくりの推進（第２期計画）（防災・安全）に基づき、引き続き、避難所設備の整備を実施していく。

磐田市

1-A-1と一体となって整備することにより、天竜川河口のライブカメラ映像等が視聴でき、津波避難、津波対策及び拠点施設の整備強化に効果を発する。

1-A-1と一体となって整備することにより、備蓄資材を一括管理し、各地区への配布時に迅速に対応ができ、拠点施設の整備強化につながる。

拠点施設整備事業

市町村名 全体事業費
（百万円）番号

事業
者

要素となる事業名
進捗
状況

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の
　　　　　　　　　　　効果の発現状況

指標①（避難
施設収容率）

指標②（避難
所設備の整備
割合）

指標④（音達
エリアカバー
率）

光ファイバーケーブルを介しての情報共有化を構築１箇所

防災センター倉庫の整備1箇所
津波避難タワー照明増強６箇所
津波避難マニュアル１０万部
津波避難施設整備事業補助金（5件）
津波対策計画策定（津波避難計画・推進計画）

消防団詰所用地買収　Ａ＝1,855㎡
津波避難タワー増床分　Ａ＝75㎡

1-A-1と一体となって夜間の津波避難に対し、避難者の安心、安全を確保し、津波対策に対して、多大な効果を発する。

1-A-1と一体となって整備することにより、津波避難施設を整備する民間事業者等に対し、補助を行うことにより、津波避難施設の拡充につながり、市内の津波避難空白地の解消につながる。

磐田市

一体的に実施することにより期待される効果

100%
100%

磐田市
磐田市
磐田市
磐田市
磐田市

目標値と実績
値に差が出た

要因

目標値と実績
値に差が出た

要因

目標値と実績
値に差が出た

要因

1-A-1と一体となって用地買収を促進することにより、大規模地震の地区活動拠点が適切な場所に早急に確保でき、災害発生時に迅速な対応が可能となる。

1-A-1と一体となって津波避難タワーを増床することにより、津波避難施設の拡充につながり、津波対策の強化につながる。

1-A-1と一体となって整備することにより、住民だけでなく、就労者等を加味した津波避難空白地の洗い出しを行い、津波避難空白地の解消計画を具体化し、市内の津波避難空白地の解消、住民の意識高揚に寄与する。

指標①津波避難タワーの建設により、津波浸水想定区域内の市民の安全が確保できた。
指標②市街地に位置する避難所にマンホールトイレを設置することで、避難者のトイレ不足の解消の一助となった。静岡県第４次地震被害想定
で、大幅に避難者数が増加したことから、備蓄物資を保管する備蓄倉庫の増設及び避難者の生活確保や市本部と避難所との情報伝達体制を構築
するための非常用電源切替装置の導入を行い、市民のより一層の安心・安全の確保につながった。
指標③地域の人命救助や情報収集の拠点となる消防団詰所を耐震化することにより、災害時に十分機能を発揮することができるようになった。
指標④同報無線デジタル化整備を行い、迅速且つ市内全域に情報伝達を行う設備が整った。

指標③（消防
団詰所の耐震
化率）

目標値と実績
値に差が出た

要因

11地区
11地区

41%
43%

100%
100%

避難所（１ヶ所）が土砂災害警戒区域指定を受けたため、避難所整備を取りやめたことによる
ものである。

磐田市



社会資本総合整備計画（参考図面）

交付対象

計画の名称 　　地震・津波災害に強いまちづくりの推進（防災・安全）

磐田市計画の期間 　　平成２６年度～平成３０年度（５年間）
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1-A-1　津波避難タワー　1基　
　　　　　マンホールトイレ　10箇所
　　　　　非常用電源切替装置　11箇所　
　　　　　防災倉庫　　４箇所　
　　　　　消防団詰所　6箇所
　　　　　防災無線　市内全域　

1-C-1　拠点施設整備事業（磐田市防災センター）●
1-C-2　拠点施設整備事業（磐田市防災センター）●
1-C-3　津波対策事業　6箇所
1-C-4　津波対策事業（市内全域）
1-C-5　津波対策事業（市南部地域）
1-C-6　津波対策事業（市内全域）
1-C-7　消防団詰所用地買収事業　〇
1-C-8　津波対策事業（市南部地域）　〇

指定避難所設備の整備実績（H26－H30）　　
番号 避難所名 ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ 非常用電源 防災倉庫 影響範囲（ha) 番号 避難所名 ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ 非常用電源 防災倉庫 影響範囲（ha)

1 城山中学校 H27 整備済 整備済 76 23 福田小学校 H26 H27 整備済 415
2 磐田北小学校 H26 整備済 整備済 107 24 福田中央交流センター 2期計画 2期計画 2期計画 262
3 富士見小学校 整備済 H27 整備済 130 25 福田健康福祉会館 ― 整備済 2期計画 296
4 ワークピア磐田 ― H29 ― 148 26 豊浜小学校 整備済 整備済 2期計画 217
5 総合体育館 H29 2期計画 整備済 321 27 福田屋内スポーツセンター ― 2期計画 2期計画 238
6 磐田第一中学校 H26 整備済 整備済 182 28 竜洋中学校 整備済 整備済 整備済 310
7 磐田中部小学校 整備済 H29 2期計画 185 29 竜洋西小学校 H26 整備済 整備済 360
8 磐田西小学校 ― 2期計画 整備済 146 30 竜洋東小学校 2期計画 整備済 H28 1160
9 磐田南小学校 整備済 整備済 整備済 445 31 竜洋北小学校 2期計画 H28 H28 530
10 長野小学校 整備済 H30 整備済 528 32 豊田北部小学校 ― 2期計画 整備済 187
11 西貝交流センター ― 2期計画 整備済 178 33 豊田東小学校 2期計画 H28 ― 586
12 南御厨交流センター 2期計画 2期計画 整備済 213 34 豊田中学校 H26 整備済 整備済 265
13 東部小学校 ― 2期計画 整備済 122 35 アミューズ豊田 ― 2期計画 2期計画 114
14 神明中学校 H28 整備済 整備済 376 36 豊田南小学校 ― H28 整備済 175
15 田原小学校 整備済 2期計画 整備済 306 37 豊田南中学校 H26 整備済 ― 291
16 向笠小学校 ― 2期計画 整備済 314 38 青城小学校 2期計画 H29 整備済 364
17 向陽中学校 整備済 整備済 整備済 737 39 豊岡中学校 H26 整備済 整備済 334
18 大藤小学校 2期計画 2期計画 2期計画 736 40 豊岡北小学校 ― 2期計画 2期計画 813
19 岩田小学校 ― 2期計画 整備済 705 41 豊岡総合センター ― 2期計画 整備済 384
20 南部中学校 ― H28 整備済 225 42 豊岡南小学校 整備済 整備済 H29 421
21 於保農村婦人の家(静岡産業大学) 2期計画 2期計画 整備済 250 43 豊岡南部会館 ― H28 H29 583
22 福田中学校 ― 整備済 2期計画 231 44 豊岡東交流センター ― 2期計画 整備済 1443


